
令和６年度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金交付要綱

（趣旨）

第１ 県は、森林所有者や地域住民、地域外関係者等が協力して森林の有する多面的機能

を発揮させるための保全活動及び山村地域の活性化に資する取組を促進するため、森林

・山村多面的機能発揮対策実施要領（平成２５年５月１６日２５林整森第７４号林野庁

長官通知。以下「実施要領」という。）に基づき、森林所有者や地域住民、自治会等に

より構成された組織（以下「活動組織」という。）の行う森林・山村多面的機能発揮対

策交付金事業を青森県里山再生協議会（以下「里山協議会」という。）が補助するのに

要する経費について、令和６年度予算の範囲内において、里山協議会に対し、青森県森

林・山村多面的機能発揮対策交付金（以下「交付金」という。）を交付するものとし、

その交付については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則

第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによ

る。

（交付対象経費及び交付金の額）

第２ 交付金の交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）及び交付金の額

は、別表のとおりとする。

（申請書等）

第３ 規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。

２ 規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書

類は、次のとおりとする。

（１）事業実施計画書（第２号様式）

（２）収支予算書（第３号様式）

（３）環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート（第４号様式）

（４）その他知事が必要と認める書類

（交付金の交付の条件）

第４ 次に掲げる事項は、交付金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規

定により付された条件となるものとする。

（１）交付金の交付の対象となる事業（以下「交付金事業」という。）の内容について、

別表に掲げる重要な変更を加える場合において、変更承認申請書（第５号様式）を



知事に提出してその承認を受けること。

（２）交付金事業を中止し、又は廃止する場合において、中止（廃止）承認申請書（第

６号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

（３）交付金事業が予定の期間内に完了しない場合又は交付金事業の遂行が困難となっ

た場合において、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。

（４）交付金事業の状況、交付金事業の経費の収支その他交付事業に関する事項を明ら

かにする書類、帳簿等を備え付け、これらを令和７年４月１日から起算して５年間

保管しておくこと。

（５）交付金の交付の決定に係る森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業を行う活動

組織（以下「間接交付金事業者」）に対し、次に掲げる書類を令和７年４月１日か

ら５年間保管させること。

ア 本交付金の申請から実施状況報告に至るまでの申請書類及び承認書類

イ 金銭出納簿

ウ 領収書等支払を証明する書類

エ その他本交付金に関する書類

（６）法令、森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱（平成30

年３月30日29林政政第893号農林水産事務次官依命通知。以下「国交付等要綱」と

いう。）、規則及びこの要綱の定め並びに交付金の交付の決定の内容及びこれに付し

た条件その他法令等に基づく知事の命令を遵守すること。

（７）間接交付金事業者に対し、法令、国交付等要綱、規則及びこの要綱の定め並びに

交付金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その他法令等に基づく知事の命令

を遵守させるために必要な条件を付すこと。

（申請の取下げの期日）

第５ 規則第７条第１項の規定による交付金の交付の申請の取下げの期日は、交付金の交

付の決定の通知を受けた日から起算して１５日を経過した日とする。

（交付金の交付方法）

第６ 交付金は、概算払により交付する。

（交付金の請求）

第７ 交付金の請求は、交付金概算払請求書（第７号様式）の提出により行うものとする。



（状況報告）

第８ 規則第１０条の規定による報告は、交付金の交付決定後の各四半期（第４四半期を

除く。）の末日現在において、遂行状況報告書（第８号様式）を作成し、当該四半期最

終月の翌月末までに提出して行うものとする。

２ 前項に定める時期のほか、交付金事業の適正な執行を確保するため、知事が必要があ

ると認めるときは、交付金事業の遂行状況について報告を求めることができる。

（実績報告）

第９ 規則第１２条の規定による報告は、交付金事業の完了の日（交付金事業の廃止の承

認を受けた場合は、その日）から起算して３０日を経過した日又は令和７年４月１０日

のいずれか早い期日までに実績（廃止）報告書（第９号様式）に次に掲げる書類を添え

て行うものとする。

（１）事業実施実績書（第２号様式）

（２）収支精算書（第３号様式）

（３）環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート（第４号様式）

（４）その他知事が必要と認める書類

附 則

この要綱は、令和６年６月７日から施行する。



別 表（第２、第４関係）

区分 交付対象経費 交付金の額 重要な

変更

活動組織が実施要領の別 人件費、燃油代、傷害保険料、 ①については、18,750円

紙３に基づいて次に掲げ 賃借料、ヘルメット・手袋・ 以内の額（初年度のみ）

る種類の活動を行うのに 安全靴・なた・のこぎり・防

要する経費について里山 護服・事務用品等の消耗品費、 ②のアについては、1ha当

協議会が補助するのに要 通信運搬費、書籍代、委託料、 たり 交付対象経

する経費 印刷費等とする。 20,000円以内の額(初年 費の３０％

※ただし、刈払機、チェーン 度) を超える増

①活動推進費 ソー、丸鋸、ウインチ、軽架 19,167円以内の額(2年目) 減、又は交

②地域環境保全タイプ 線、チッパー、わな、苗木、 18,333円以内の額(3年目) 付金の増

ア 里山林保全活動 電気柵・土留め柵等構築物の

イ 侵入竹除去･竹林整 資材、林内作業車、薪割機、 ②のイについては、1ha当

備活動 薪ストーブ、炭焼き小屋、あ たり

③森林資源利用タイプ ずまや（休憩や作業を行うた 47,500円以内の額(初年

④森林機能強化タイプ めの簡易建屋）、資機材保管庫、 度)

⑤関係人口創出・維持タ 移動式の簡易なトイレ、携帯 44,167円以内の額(2年目)

イプ 型ＧＰＳ機器、設置費等の資 40,833円以内の額(3年目)

機材・施設の整備費を除く。

③については、1ha当たり

20,000円以内の額(初年

度)

19,167円以内の額(2年目)

18,333円以内の額(3年目)

④については、1m当たり

133円以内の額

⑤については、１組織当

たり8,333円以内の額



第１号様式（第３関係）

番 号

年 月 日

青森県知事 殿

申請者 住所

氏名（名称及び代表者氏名）

令和６年度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金交付申請書

令和６年度において実施する森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業について、交付金

円の交付を受けたいので、青森県補助金等の交付に関する規則第３条第１項の規定

により、関係書類を添えて申請します。



第２号様式（第３、第９関係）

事 業 実 施 計 画（実績）書

１ 事業の目的

２ 事業計画（実績）

対象森林 交付
区 分 交付単価 面積等 事 業 費 対象 備 考

（円）※１ ※２ (円) 組織数

活動推進費

地域環境保全タイプ

里山林保全活動 ha

侵入竹除去･竹林整備活動 ha

森林資源利用タイプ ha

森林機能強化タイプ m

関係人口創出・維持タイプ 活動組織

計

※１：地域環境保全タイプ及び森林資源利用タイプは円/haでの単価、森林機能強化タイプ
は円/mでの単価、関係人口創出・維持タイプは円/活動組織での単価。

※２：交付最低面積は0.1ha、また、交付最低延長は1ｍ
※３：活動推進費は初年度のみ交付

３ 経費の配分 （単位：円）

負担区分
区分 事業費 備考

国庫 県 市町村 交付事業
(Ａ)+(Ｂ)+ 交付金 交付金 交付金 者負担
(Ｃ)+(Ｄ) (Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

交付金事業

計

注１：実績報告時においては、備考欄に交付金の交付を完了した年月日を記載すること。
注２：備考欄には、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した金

額」、同税額がない場合には「該当なし」、同税額が明らかでない場合には「含税額」
とそれぞれ記入すること。

４ 事業完了予定（完了・中止・廃止）年月日



第３号様式（第３、第９関係）

収 支 予 算（精算）書

１ 収 入 （単位：円）

差引増減額

区分 予 算 額 精 算 額 備 考

増 減

国交付金

県交付金

市町村交付金

計

２ 支 出 （単位：円）

差引増減額

区分 予 算 額 精 算 額 備 考

増 減

計



第４号様式（第３、第９関係）

申請時

（します）
（１）適正な施肥

報告時

（しました）

申請時

（します）

（５）廃棄物の発生抑制、

   適正な循環的な利用及び適正な処分

報告時

（しました）

①
※種苗生産を行う場合（該当しない        ）

肥料の適正な保管
⑧ 廃棄物の削減に努め、適正に処理

②
※種苗生産を行う場合（該当しない        ）

肥料の使用状況等の記録・保存に努める
⑨ 未利用材の有効活用を検討

申請時

（します）
（２）適正な防除

報告時

（しました）

申請時

（します）
（６）生物多様性への悪影響の防止

報告時

（しました）

③
※農薬を使用する場合（該当しない        ）

農薬の適正な使用・保管
⑩

生物多様性に配慮した事業実施（物資調達、施業等）

に努める

④
※農薬を使用する場合（該当しない        ）

農薬の使用状況等の記録・保存

申請時

（します）
（７）環境関係法令の遵守等

報告時

（しました）

申請時

（します）
（３）エネルギーの節減

報告時

（しました）
⑪ みどりの食料システム戦略の理解

⑤
林業機械や施設の電気・燃料の使用状況の記録・保存

に努める
⑫ 関係法令の遵守

⑥
省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費を

しないように努める
⑬

林業機械等の装置・車両の適切な整備と管理の実施に

努める

⑭ 正しい知識に基づく作業安全に努める

申請時

（します）
（４）悪臭及び害虫の発生防止

報告時

（しました）

⑦ 悪臭・害虫の発生防止・低減に努める

（注1）申請を行う際に本様式の「申請時」欄に☑を付し、報告の際は「報告時」欄に☑を付して提出してください。

（注2）※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。この場合、当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。

環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート



第５号様式（第４関係）

番 号

年 月 日

青森県知事 殿

交付金事業者 住所

氏名（名称及び代表者氏名）

令和６年度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業変更承認申請書

令和 年 月 日付け 第 号で交付金の交付決定の通知を受けた森林・

山村多面的機能発揮対策交付金事業について、下記のとおり変更したいので、令和６年度青森県

森林・山村多面的機能発揮対策交付金交付要綱第４第１号の規定により申請します。

記

１ 変更の理由

２ 変更の内容 （別紙のとおり）

注：変更内容については、第２号様式及び第３号様式により、変更前を括弧書きで上段に、

変更後を下段に記載すること。



第６号様式（第４関係）

番 号

年 月 日

青森県知事 殿

交付金事業者 住所

氏名（名称及び代表者氏名）

令和６年度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金

中止（廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け 第 号で交付金の交付決定の通知を受けた森林・

山村多面的機能発揮対策交付金事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、令和６年

度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金交付要綱第４第２号の規定により申請します。

記

１ 中止（廃止）の理由

２ 中止（廃止）の内容 （別紙のとおり）

注：中止（廃止）内容については、中止（廃止）の時期とともに、第２号様式及び第３号様式に

より、中止（廃止）前を括弧書きで上段に、中止（廃止）した時点を下段に記載すること。



第７号様式（第７関係）

番 号

年 月 日

青森県知事 殿

交付金事業者 住所

氏名（名称及び代表者氏名）

令和６年度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金概算払請求書

￥

ただし、令和 年 月 日付け 第 号で交付決定の通知を受けた令和６年

度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金として上記金額を請求します。

（単位：円）

交付金 交付金 既受領額 今回請求額 差引残高

区 分 交付決定額 確定額 （Ｂ） （Ｃ） （A-B-C）

（Ａ）

交 付 事 業

振込先

金融機関名、支店名

口座種別及び口座番号

口座名義（カナ）



第８号様式（第８関係）

番 号

年 月 日

青森県知事 殿

交付金事業者 住所

氏名（名称及び代表者氏名）

令和６年度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業遂行状況報告書

令和 年 月 日付け 第 号で交付金の交付決定の通知を受けた令和６年度青

森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業について､青森県補助金等の交付に関する規則第１

０条の規定により、下記のとおり事業の遂行状況を報告します。

記

事業の遂行状況

区 分 事 業 費 ○月末現在 ○月以降 備 考

事業費 出来高 事業費 出来高
比率 比率

円 ％ 円 ％

交付事業



第９号様式（第９関係）

番 号

年 月 日

青森県知事 殿

交付金事業者 住所

氏名（名称及び代表者氏名）

令和６年度青森県森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業

実績（廃止）報告書

令和 年 月 日付け 第 号で交付金の交付決定の通知を受けた森林・

山村多面的機能発揮対策交付金事業が完了（を廃止）したので、青森県補助金等の交付に関する

規則第１２条の規定により関係書類を添えて報告します。


